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１ 地方公務員給与制度関係資料（令和元年）

⑴ 人事院勧告

令和元年８月７日

衆議院議長 大 島 理 森 殿

参議院議長 山 東 昭 子 殿

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

人事院総裁 一 宮 なほみ

人事院は、国家公務員法、一般職の職員の給与に関する法律等の規定に基づき、一般職の職員の給与に

ついて別紙第１のとおり報告し、別紙第２のとおり勧告する。あわせて、公務員人事管理について別紙第

３のとおり報告する。

別紙第１

職員の給与に関する報告

第１ 給与勧告制度の基本的考え方

国家公務員法第28条は、国家公務員の給与について、国会により社会一般の情勢に適応するように随

時変更することができるとしており、本院には、その変更に関して勧告することを怠ってはならないと

するとともに、国会及び内閣に対し、毎年、少なくとも１回、俸給表が適当であるかどうかについて報

告を行う責務を課している。

国家公務員は、その地位の特殊性及び職務の公共性に鑑み、憲法で保障された労働基本権が制約され

ており、本院の給与勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し、社会一般の情勢に

適応した適正な給与を確保する機能を有するものである。給与勧告においては、従来より、給与水準の

改定のみならず、俸給制度及び諸手当制度の見直しも行ってきている。

また、国家公務員法第３条は、職員の利益の保護を人事院の基本的役割としており、本院が給与勧告

を通じて国家公務員に適正な処遇を確保することは、職務に精励している国家公務員の士気の向上、公

務における人材の確保や労使関係の安定にも資するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基

盤となっている。

給与勧告では、国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を

基本としている。民間準拠を基本とするのは、国家公務員も勤労者であり、勤務の対価として適正な給

与を支給することが必要とされる中で、公務においては、民間企業と異なり、市場の抑制力という給与

決定上の制約が存しないこと等から、その給与水準は、その時々の経済・雇用情勢等を反映して労使交

渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的であると考えられることに

よる。

国家公務員の給与と民間企業従業員の給与との比較においては、主な給与決定要素を同じくする者同

士の４月分の給与額を対比させ、精密に比較を行っている。また、「職種別民間給与実態調査」は、企業

規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の事業所を調査対象として実施し、これらの事業所の民間企
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業従業員の給与との比較を行っている。

比較方法については、給与は、一般的に、職種を始め、役職段階、勤務地域、学歴、年齢等の要素を

踏まえてその水準が定まっていることから、両者の給与の単純な平均値ではなく、給与決定要素を合わ

せて比較（同種・同等比較）することが適当である。

また、調査対象については、企業規模50人以上の多くの民間企業は公務と同様、部長、課長、係長等

の役職段階を有しており、公務と同種・同等の者同士による給与比較が可能であることに加え、現行の

調査対象となる事業所数であれば、実地による精緻な調査が可能であり、調査の精確性を維持すること

ができること等から、現行の調査対象が適当である。

本年の勧告においても、従来と同様の方法を用いて民間給与との比較を行うことにより、国家公務員

に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保していくこととする。

第２ 官民給与の状況と給与改定

１ 公務員給与を取り巻く諸情勢

⑴ 民間における最近の賃金・雇用情勢等

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省、事業所規模30人以上）によると、本年４月のパートタイム労働

者を除く一般労働者の所定内給与及び所定外給与は、それぞれ昨年４月に比べ0.8％及び0.7％増加し

ている。

本年４月の消費者物価指数（総務省、全国）は、昨年４月に比べ0.9％上昇している。また、「家計

調査」（総務省、全国）によると、本年４月の勤労者世帯の消費支出は、昨年４月に比べ名目で0.7％

の増加、実質で0.3％の減少となっている。

本院が「全国消費実態調査」（総務省）を基礎に算定した本年４月における全国の１人世帯の標準生

計費は120,190円、「家計調査」を基礎に算定した同月における全国の２人世帯、３人世帯及び４人世

帯の標準生計費はそれぞれ137,290円、176,770円及び216,230円となっている。

「労働力調査」（総務省）によると、本年４月の完全失業率（全国）は、昨年４月から0.1ポイント低

下して2.4％（季節調整値）となっている。また、本年１月～３月期の雇用者数は、正規の従業員が

3,457万人（雇用者全体の61.5％）、非正規の従業員が2,162万人（同38.5％）となっている。

「一般職業紹介状況」（厚生労働省）によると、本年４月の有効求人倍率は昨年４月から0.03ポイン

ト上昇して1.63倍（季節調整値）、本年４月の新規求人倍率は昨年４月から0.11ポイント上昇して2.48

倍（季節調整値）となっている。

（参考資料４生計費関係参照）

（参考資料５労働経済関係参照）

⑵ 行政執行法人（旧現業）の給与改定

行政執行法人のうち、かつて国の現業であった独立行政法人造幣局及び独立行政法人国立印刷局の

職員の給与改定については、中央労働委員会に対して調停の申請がなされ、本年４月から基準内賃金

を１人当たり0.33％相当額の原資をもって引き上げることを内容とする調停案を労使双方が受諾して

決着した。

⑶ 有識者の意見

本院は、国家公務員の給与改定を検討するに当たって、例年同様、全国52都市において有識者の参
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加による公務員問題懇話会や中小企業経営者等との意見交換を行った。

この懇話会等において、本院は、給与勧告の仕組みや国家公務員の定年の引上げの必要性等につい

て説明し、意見交換を行っている。その意見交換において有識者から出された主な意見は、次のとお

りである。

国家公務員の給与については、現行の給与水準について妥当とする意見が多かった。他方、国に優

秀な人材を確保するためには相応の給与が必要との意見、地域によっては企業規模50人以上の企業は

少数であり、より小規模の企業の給与の実態も反映すべきとの意見等もあった。

定年の引上げについては、労働力人口が減少する中で妥当な措置である、国が率先して行うべきで

ある等の意見が多かった。制度設計については、60歳を超える職員の給与水準を一定程度引き下げる

ことはやむを得ない、職員の意欲、能力等に応じて多様な働き方ができるようにする必要がある等の

意見があった。

２ 本年の国家公務員給与と民間給与の実態

⑴ 国家公務員給与の状況

本院は、「平成31年国家公務員給与等実態調査」を実施し、一般職の職員の給与に関する法律（給与

法）が適用される常勤職員の給与の支給状況等について全数調査を行った。

民間給与との比較を行っている行政職俸給表（一）適用職員（139,782人、平均年齢43.4歳）の平均

給与月額は411,123円となっており、税務署職員、刑務官等を含めた職員全体（252,809人、同43.1歳）

の平均給与月額は417,683円となっている。

（注）平均給与月額とは、俸給、地域手当、俸給の特別調整額（管理職手当）、扶養手当、住居手当

等（所定外給与である超過勤務手当等及び実費弁償的な性格の通勤手当等の手当を除く。）の全

ての給与の平均月額をいう。

（参考資料１国家公務員給与関係 参照）

⑵ 民間給与の状況

ア 職種別民間給与実態調査

本院は、企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の全国の民間事業所約58,800（母集団事

業所）のうちから、層化無作為抽出法によって抽出した約12,500の事業所を対象に、「2019年（平成

31年）職種別民間給与実態調査」を実施した。

この調査では、公務の行政職俸給表（一）と類似すると認められる事務・技術関係22職種の約50

万人及び研究員、医師等54職種の約６万人について、本年４月分として個々の従業員に実際に支払

われた給与月額及び当該従業員の役職段階、学歴、年齢等を実地に詳細に調査するとともに、各民

間企業における給与改定の状況等を調査している。また、民間事業所における昨年冬と本年夏の特

別給の状況等を把握するため、昨年８月から本年７月までの直近１年間の支給実績についても調査

している。

本年の調査完了率は、民間事業所の理解を得て、87.9％と極めて高いものとなっており、調査結

果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものといえる。
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イ 調査の実施結果

本年の「職種別民間給与実態調査」により把握した民間給与の状況は、次のとおりである。

ア 初任給の状況

企業全体として見た場合に新規学卒者の採用を行った事業所の割合は、大学卒で48.7％（昨年

49.3％）、高校卒で30.3％（同29.1％）となっている。そのうち、初任給について、増額した事業

所の割合は、大学卒で38.4％（同34.3％）、高校卒で41.2％（同36.8％）、据え置いた事業所の割

合は、大学卒で60.8％（同65.5％）、高校卒で58.2％（同62.7％）となっている。

イ 給与改定の状況

別表第１に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）について、ベースアッ

プを実施した事業所の割合は31.1％（昨年30.5％）、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.2％

（同0.1％）となっている。

また、別表第２に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる昇給を実施し

た事業所の割合は89.4％（昨年87.1％）となっている。昇給額については、昨年に比べて増額と

なっている事業所の割合は27.0％（同30.1％）、減額となっている事業所の割合は5.7％（同4.1％）

となっている。

（参考資料 ２ 民間給与関係 参照）

３ 本年の国家公務員給与と民間給与との比較

⑴ 月例給

本院は、「国家公務員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づき、公務にお

いては一般の行政事務を行っている常勤の行政職俸給表（一）適用職員、民間においては公務の行政

職俸給表（一）と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の常勤の従業員について、主な

給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分の給与額（公務に

あっては平均給与月額、民間にあっては所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額）を対比さ

せ、国家公務員の人員数のウエイトを用いて精密に比較（ラスパイレス方式）を行ってきている。

本年４月分の給与について、官民較差を算出したところ、別表第３に示すとおり、国家公務員給与

が民間給与を１人当たり平均387円（0.09％）下回っていた。

⑵ 特別給

本院は、民間における特別給の支給割合（月数）を算出し、これを国家公務員の期末手当・勤勉手

当の年間の平均支給月数と比較した上で、0.05月単位で改定を行ってきている。

本年の「職種別民間給与実態調査」の結果、昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事

業所で支払われた特別給は、別表第４に示すとおり、年間で所定内給与月額の4.51月分に相当してお

り、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（4.45月）が民間事業所の特別給の支給

割合を0.06月分下回っていた。

４ 本年の給与の改定

⑴ 改定の基本方針

ア 月例給
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前記３⑴のとおり、本年４月時点で、国家公務員の月例給が民間給与を387円（0.09％）下回って

いることから、民間給与との均衡を図るため、月例給の引上げ改定を行う必要がある。この改定は、

本年４月時点の比較に基づいて公務員給与と民間給与を均衡させるためのものであることから、同

月に遡及して実施する必要がある。

月例給の改定に当たっては、本年の民間給与との較差の程度を踏まえ、若年層について、基本的

な給与である俸給を引き上げることとする。

イ 特別給

前記３⑵のとおり、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数が民間事業所の特別

給の支給割合を0.06月分下回っていた。

このため、特別給については、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の支給

割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き上げる必要がある。

支給月数の引上げ分の期末手当及び勤勉手当への配分に当たっては、民間の特別給の支給状況等

を踏まえつつ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分することとする。

⑵ 改定すべき事項

ア 俸給表

（行政職俸給表（一））

民間との給与比較を行っている行政職俸給表（一）について、平均0.1％引き上げることとする。

具体的には、民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、総合職試験及び一般職試験（大卒

程度）に係る初任給について1,500円、一般職試験（高卒者）に係る初任給について2,000円、それ

ぞれ引き上げることとし、これを踏まえ、30歳台半ばまでの職員が在職する号俸について、所要の

改定を行う。

（行政職俸給表（一）以外の俸給表）

行政職俸給表（一）以外の俸給表についても、行政職俸給表（一）との均衡を基本に所要の改定

を行う。なお、専門スタッフ職俸給表及び指定職俸給表については、本年の俸給表改定が若年層を

対象としたものであることから改定を行わない。

イ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の支

給割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き上げ、4.50月分とする。支給月数の引上げ分

は、本年度については、12月期の勤勉手当に配分し、令和２年度以降においては、６月期及び12月

期の勤勉手当が均等になるよう配分する。

また、指定職俸給表適用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当につ

いても、同様に支給月数を引き上げることとする。

ウ 住居手当

住居手当について、公務員宿舎の使用料の上昇を考慮し、手当の支給対象となる家賃額の下限を

4,000円引き上げる。また、この改定により生ずる原資を用いて、民間における住宅手当の支給状況

等を踏まえ、最高支給限度額を1,000円引き上げる。

これらの改定は、令和２年４月から実施する。

なお、これに伴い、手当額が2,000円を超える減額となる職員については、１年間、所要の経過措
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置を講ずる。

５ 給与制度における今後の課題

国家公務員給与については、これまで、職員の職務・職責や専門性を重視するとともに、能カ・実績

を適切に反映するよう取組を進めてきた。

また、本院は、昨年行った国家公務員の定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改

正についての意見の申出において、60歳を超える職員の給与水準の引下げは当分の間の措置と位置付け、

60歳前の給与カーブも含めて引き続き検討していくこと等に言及した。

今後とも、職員の職務・職責や専門性の重視、能カ・実績の反映等の観点から引き続き取組を進めて

いくとともに、民間企業における定年制や高齢層従業員の給与の状況、公務における人員構成の変化及

び各府省における人事管理の状況等を踏まえながら、60歳前の給与カーブも含めた給与力ーブの在り方

について検討を行っていくこととしたい。

第３ 給与勧告実施の要請

人事院の給与勧告制度は、国家公務員は憲法で保障された労働基本権が制約されているため、代償措

置として、情勢適応の原則に基づき国家公務員の給与水準を民間の給与水準に合わせるとともに必要な

給与制度の見直しを行うことにより、国家公務員の適正な処遇を確保しようとするものである。

近年、行政需要が増大し、複雑化する中で、効率的な業務遂行と行政サービスの一層の向上を図るた

め、個々の職員が高い士気を持って困難な諸課題に立ち向かうことが強く求められている。

民間準拠により給与を決定する仕組みを通じて、職務に精励している国家公務員に適正な給与を支給

することは、職員の努力や実績に報いるとともに、人材の確保にも資するものであり、組織活力の向上、

労使関係の安定等を通じて、行政の効率的、安定的な運営に寄与するものである。

国会及び内閣におかれては、このような人事院勧告制度の意義や役割に深い理解を示され、別紙第２

の勧告どおり実施されるよう要請する。
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別表第１ 民間における給与改定の状況
（2019年（平成31年）職種別民間給与実態調査）

（単位：％）

項目
役職
段階

ベースアップ
実施

ベースアップ
中止 ベースダウン ベースアップ

の慣行なし

係 員 31.1 6.9 0.2 61.8
課長級 27.5 7.0 0.1 65.4

(注) ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所
を除いて集計した。

別表第２ 民間における定期昇給の実施状況
（2019年（平成31年）職種別民間給与実態調査）

（単位：％）

項目
役職
段階

定期昇給
制度なし

定期昇給
制度あり 定期昇給実施 定期昇

給停止増額 減額 変化なし

係 員 90.4 89.4 27.0 5.7 56.7 1.0 9.6

課 長 級 85.0 84.0 25.4 4.7 53.9 1.0 15.0

(注) 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離する
ことができない事業所を除いて集計した。

別表第３ 国家公務員給与と民間給与との較差

民 間 給 与

①

国 家 公 務 員 給 与

②

較 差
①－②（円）

①－②
② ×100 （％）

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

411,510円 411,123円
387円

（0.09％）

(注) 民間、国家公務員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。
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別紙第２

勧 告

次の事項を実現するため、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）、一般職の任期付研

究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第65号）及び一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する法律（平成12年法律第125号）を改正することを勧告する。

１ 一般職の職員の給与に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表（専門スタッフ職俸給表及び指定職俸給表を除く。）を別記第１のとおり改定すること。

⑵ 諸手当

ア 住居手当について

ア 住居手当は、月額16,000円を超える家賃を支払っている職員に対して支給すること。

イ 職員が自ら居住するための借家・借間に係る住居手当の支給月額は、家賃の月額と16,000円と

の差額が11,000円以下の職員についてはその差額、その差額が11,000円を超える職員については

その超える額の２分の１の額を17,000円を限度として11,000円に加算した額とすること。

イ 勤勉手当について

ア 令和元年12月期の支給割合

ａ 特定管理職員及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員

（再任用職員を除く。）

勤勉手当の支給割合を0.975月分とすること。

ｂ 特定管理職員（再任用職員を除く。）

勤勉手当の支給割合を1.175月分とすること。

ｃ 指定職俸給表の適用を受ける職員

勤勉手当の支給割合を1.025月分（再任用職員にあっては、0.55月分）とすること。

イ 令和２年６月期以降の支給割合

ａ 特定管理職員及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員

（再任用職員を除く。）

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.95月分とすること。

ｂ 特定管理職員（再任用職員を除く。）

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.15月分とすること。

ｃ 指定職俸給表の適用を受ける職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.0月分（再任用職員にあっては、

それぞれ0.525月分）とすること。

２ 一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表を別記第２のとおり改定すること。
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⑵ 期末手当について

ア 令和元年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.725月分とすること。

イ 令和２年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.7月分とること。

３ 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表を別記第３のとおり改定すること。

⑵ 特定任期付職員の期末手当について

ア 令和元年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.725月分とすること。

イ 令和２年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.7月分とすること。

４ 改定の実施時期等

⑴ 改定の実施時期

この改定は、平成31年４月１日から実施すること。ただし、１の⑵のイのア、２の⑵のア及び３の

⑵のアについてはこの勧告を実施するための法律の公布の日から、１の⑵のア及びイのイ、２の⑵の

イ並びに３の⑵のイについては令和２年４月１日から実施すること。

⑵ 住居手当の支給に関する経過措置

令和２年３月31日において職員が自ら居住するための借家・借間に係る住居手当を支給されていた

職員であって、１の⑵のアの改定に伴い、当該住居手当の支給月額が2,000円を超えて減ぜられること

となる職員等については、同年４月１日から令和３年３月31日までの間、住居手当の支給に関し所要

の措置を講ずること。

別記第１～第３（略）
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別紙第３

公務員人事管理に関する報告

公務員は、公正かつ誠実に職務を遂行し、適時適切な行政サービスを提供することが求められていると

ころ、昨年来、障害者雇用における対象障害者の不適切な計上、統計における不適切な取扱いなどが明ら

かとなり、公務に対する国民の信頼が損なわれる事態となっていることは誠に遺憾である。

公務に対する国民の信頼を回復し、更に高めていくためには、職員一人一人が高い倫理感・使命感を持っ

て日々の職務に真摯な姿勢で精励し、的確に責任を果たしていくことが極めて重要である。

本院としては、引き続き、全体の奉仕者としての公務員の使命等を再認識させるため、幹部職員を対象

とした研修や倫理に係る講演会等の啓発活動等、あらゆる機会を捉えて職員の倫理感・使命感の醸成や自

らの職務に対する責任の自覚について働きかけるなど、一層の対応に努めていく。

少子高齢化とこれに伴う生産年齢人口の減少が続く一方で、行政課題は一層複雑・高度化してきている。

こうした中で公務能率を維持・向上させるためには、引き続き多様な有為の人材を公務に誘致することが

重要となる。さらに、近年、若手職員の中で、自らの職業能力の伸長など職場におけるキャリア形成に強

い関心を持つ者が増加してきていることも踏まえ、士気の確保や意欲の向上等が図られるよう、適切に育

成していくことが求められる。

また、公務職場においては、育児、介護等の事情を抱えた職員の存在が顕在化するとともに、仕事ばか

りでなく私生活も大切にするという考え方を有する職員が見られるところであり、これらを踏まえた上で、

職員がそれぞれの能力や経験等を十分に発揮できるような勤務環境を整備することも必要である。

このような中、本院は、人事評価のプロセス等を通じた、若手職員等の意欲を引き出し、キャリア形成

への意識付けにつながる取組や、職員が抱える多様な事情をお互いに共有してそれに対処することのでき

る風通しのよい職場環境づくりなどの対応策を平成30年度年次報告書で提言したところである。

多様な有為の人材が活躍できる公務職場の実現に向けて、若手職員・女性職員のキャリア形成支援、管

理職員のマネジメント能力向上、長時間労働の是正、仕事と家庭生活の調和、ハラスメント防止対策等の

諸課題について、本院としても、各府省等と連携しつつ、引き続き取組を進めていくこととする。これら

の諸課題についての取組の方向性は以下のとおりである。

１ 人材の確保及び育成

⑴ 人材の確保

民間企業、地方公共団体等が引き続き高い採用意欲を有している中で、学生側では、進路選択の早

期化や就業意識の多様化が進むとともに、能力開発・専門性習得への意識の高まりや長時間労働を始

めとする勤務環境への関心の高まりが見られる。また、民間企業では、いわゆる新卒一括採用の見直

しやジョブ型の採用・人事制度の導入、年功序列型の賃金体系の見直しなどの動きが見られる。こう

した状況の変化の中で、近年、国家公務員採用試験の申込者数は減少してきている。

本院は、多様な有為の人材を確保するため、学生向けの説明会において、キャリア形成や働き方改

革などに関する取組を説明するとともに、国家公務員の仕事が社会貢献とやりがいを感じられる魅力

的なものであることをアピールする取組を行ってきた。引き続き、各府省等と連携しながら、各受験

者層に応じた施策を展開するとともに、大学１、２年生や大学院１年生などに向けた啓発活動の充実
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を図ることとする。

今後、上記の現状を多角的に分析した上で、公務における人材確保をめぐる諸課題について幅広く

検討することが必要である。

また、女性活躍推進のための取組として、公務における職業生活への多様な支援等に関する情報提

供などにより、女性の公務への進路選択につなげる。

さらに、経験者採用試験は、多様な経験を有し職務能力の高い人材を公務外から確保できる有用な

方策であることから、各府省のニーズを的確に把握しつつ、今後とも一層の活用を図っていく。

⑵ 人材の育成

行政課題が複雑・高度化する中で、職員には、高い意欲を持って効率的に行政を運営することが引

き続き求められている。こうした状況の下で、職場における執務を通じた人材育成（OJT）と執務を

離れた研修（Off-JT）を適切に組み合わせながら、職員を育成していくことが必要である。

加えて、若手職員の自らのキャリア形成に関する意識の高まりが見られることから、この点を踏ま

えた取組も求められる。具体的には、人事評価の面談等の機会を捉えて、管理職員が部下職員と育成

に関する方向性について丁寧に話し合うことや、部下職員から自身のキャリア形成に関する考えを聴

取することなどが挙げられる。

本院としても、管理職員を対象とする研修において部下職員の能力向上のために必要な人材育成の

ポイント等を確認させることや、若手職員・女性職員を対象とする研修において今後の自身のキャリ

ア形成の見通しを考えさせることなど、引き続き、専門的な知見を活かした研修に取り組むこととす

る。

⑶ 能カ・実績に基づく人事管理の推進

人事評価制度は、平成21年度の制度導入以来10年が経過し、制度に対する職員の理解も進み、公務

職場に定着してきている。このような中で、人事評価により職員の能カ・実績を的確に把握し、その

結果を任用、給与等に適切に反映させることによって、より一層、職員の士気を高め、組織活力を向

上させることが期待できる。加えて、人事評価を人材育成の観点から有効に活用することを通じて、

職員の能力伸長や意欲の向上を図ることが重要である。

また、人事評価の適正な運用の徹底を図った上で、勤務成績が良くない職員については、降任•免職

等の分限処分を厳正に行うことも必要となる。本院としても、能カ・実績に基づく人事管理を推進す

るため、分限処分に関する運用の徹底など必要な取組を行うこととする。

あわせて、人材育成の観点も踏まえて人事評価が適切に活用され、能力・実績に基づく人事管理が

徹底されるよう、引き続き、様々な機会を捉えて、各府省に対して必要な指導や支援を行っていく。

２ 勤務環境の整備

⑴ 勤務時間等に関する取組

ア 長時間労働の是正

国家公務員の超過勤務は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合に各省各庁の長から命じら

れて行うものとされており、いわゆる三六協定がない限り原則として時間外労働が認められない民

間労働者とは枠組みが異なっている。しかしながら、公務においても職員の健康確保や人材確保の

観点等から長時間労働を是正すべき必要性は異なるものではなく、超過勤務の縮減に取り組んでい

く必要がある。
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国家公務員については、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法

律第71号）による労働基準法（昭和22年法律第49号）等の改正も踏まえ、本年４月から、超過勤務

命令を行うことができる上限を、原則、１年について360時間、他律的業務の比重が高い部署におい

て720時間などと設定した。本院としても、他律的業務の比重が高い部署の範囲などの制度の運用

状況を把握し、必要に応じて各府省を指導するとともに、関係機関と連携しつつ、各府省における

長時間労働の是正に関する取組を支援していく。

また、長時間の超過勤務を行った職員の健康確保措置を強化するため、１箇月100時間以上の超過

勤務を行った職員等に対しては、職員からの申出がなくとも医師による面接指導を行うことを義務

付けるなどの措置を講じたところであり、本院として、各府省が面接指導を適切に実施できるよう

必要な支援を行う。

長時間労働の是正のためには、人事院規則等の規定内容の下で、超過勤務予定の事前確認等を徹

底するなど、各職場においてマネジメントの強化を図るとともに、府省のトップが先頭に立って組

織全体として業務の削減・合理化に取り組むなどの対策を講ずることが必要である。

また、国会業務など府省単独では業務の合理化が困難なものについては、関係各方面の理解と協

力を求め、政府全体として取組を進めることが必要である。

これらのマネジメント強化、業務合理化等を進めてもなお恒常的に長時間の超過勤務を行わざる

を得ない場合には、業務量に応じた要員が確保される必要がある。

イ 仕事と家庭の両立支援

仕事と育児、介護等の両立支援制度については、休業、短時間勤務、休暇等、多様な制度が整備

され、累次の改正が行われてきたところであるが、ワーク・ライフ・バランスの実現や女性活躍推

進の観点等から、性別にかかわりなく両立支援制度が適切に活用されるようにすることの重要性に

対する社会の認識はますます高まっており、引き続き、制度の周知に取り組んでいく。また、不妊

治療と仕事の両立も重要な課題であり、引き続き民間の状況を注視しつつ、不妊治療を受けやすい

職場環境の醸成等を図っていく。

ウ 心の健康づくりの推進等

心の健康づくりの推進については、各府省においてストレスチェック制度が効果的に活用され、

職場環境の課題の把握や改善が円滑に行われるよう、引き続き支援していく。また、本院が設けて

いる心の悩みの相談窓口をより利用しやすくなるよう、本年５月から開設時間を見直したところで

あり、引き続き利用の拡大を図っていく。

過労死等防止対策については、長時間労働の是正やハラスメント防止対策を推進するとともに、

過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）に基づき閣議決定された「過労死等の防止のため

の対策に関する大綱」を踏まえ、脳・心臓疾患及び精神疾患等に係る公務災害認定事案等の分析な

ど、引き続き必要な取組を行う。

⑵ ハラスメント防止対策

パワー・ハラスメントについては、これまで、「パワー・ハラスメント防止ハンドブック」等により

周知啓発を図ってきたところであるが、先の通常国会において、民間におけるパワー・ハラスメント

防止対策等を含む、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和

元年法律第24号）が成立し、今後、事業主が講ずべき措置等に関する指針について労働政策審議会に
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おいて審議がなされることとなっている。本院においては、民間の状況も踏まえ、パワー・ハラスメ

ントについての更なる防止策を検討するため、本年３月より、有識者による「公務職場におけるパ

ワー・ハラスメント防止対策検討会」を開催しており、上記の指針の審議状況も注視しながら、検討

会での議論を進めていただき、その結果も踏まえて、新たな防止策を講じていく。

セクシュアル・ハラスメントについては、本年４月から、新たに指定職職員又は本府省課長級職員

となった者への研修実施を義務化するとともに、公務外の者からの相談窓口を人事院に設置している。

今後も、新たに自習用研修教材を作成、配布するなど、対策を充実・強化していく。

⑶ 非常勤職員の適切な処遇の確保

非常勤職員の給与については、平成29年７月に勤勉手当に相当する給与の支給に努めることを追加

するなどの指針の改正を行い、現在、これに基づく各府省の取組が進んでいるところであり、本院と

しても、引き続き、常勤職員の給与との権衡をより確保し得るよう取り組んでいく。

非常勤職員の夏季における休暇については、これまで年次休暇の弾力的な付与により対応してきた

が、民間の状況等を踏まえ、新たに夏季休暇を設けることとする。

３ 障害者雇用に関する取組

昨年８月、多くの国の機関で障害者雇用に係る法定雇用率を達成していなかった状況が明らかとなっ

たことから、この事態に対応するため、同年10月、政府において「公務部門における障害者雇用に関す

る基本方針」が策定され、本院に対しても、任用面での対応等について要請が行われた。

本院は、この要請を受けて任用面や勤務環境面について必要な検討を行い、国家公務員における合理

的配慮指針の策定、フレックスタイム制の柔軟化等の措置、統一的な障害者選考試験の実施等を順次行っ

てきている。

このうち、昨年度の障害者選考試験については、第１次選考において、人事院を挙げて特別な体制を

組み、各府省からの協力も得て、多数のスタッフをもって対応に当たり、受験者への配慮を行いつつ、

おおむね円滑に実施することができた。

本年度の障害者選考試験については、昨年度の実施状況等を踏まえた必要な改善を行った上で、各府

省が本年末までに採用を行えるよう、本年９月から11月にかけて実施することとしている。また、障害

者の採用に当たっては、各任命権者が、障害の内容及び程度に応じて能力を発揮できる職域、職種、業

務等を把握・用意した上で、適切な選考等を行うことが必要であり、本院としても、引き続き、各府省

に対する支援策等を講じていく。

さらに、各府省における障害者に対する合理的配慮の提供に資するよう、厚生労働省等と連携して、

募集・採用時や採用後における障害者に対する合理的配慮の提供状況を把握し、優良事例に関する情報

を提供するなど支援していく。

４ 定年の引上げ

少子高齢化が急速に進展する中において、複雑・高度化する行政課題に的確に対応し、質の高い行政

サービスを維持していくためには、高齢層職員の能力及び経験を本格的に活用することが不可欠である。

高齢期雇用に関して、多くの民間企業においては再雇用制度を設けて対応しているものの、定年を引き

上げる企業が一定数見られ、また、再雇用制度がある企業における再雇用者の大多数がフルタイム勤務

となっている。一方、公務においては、本年度の再任用の実施状況を見ても、厳しい定員事情等もあっ

て、一般行政事務に従事する行政職俸給表（一）の再任用職員のうち、ポスト（職務の級）が主任級（２
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級）又は係長級（３級）の者が約７割を占め、また勤務形態は短時間勤務の者が約８割となっており、

再任用職員の多くが下位の官職に短時間勤務で就いている状況が続いている。

本院は、昨年８月、国会及び内閣に対し、定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の

改正についての意見の申出を行った。現在、政府において、本院の意見の申出を踏まえて検討が行われ

ており、本年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019」においても「公務員の定年

を段階的に65歳に引き上げる方向で検討する」とされている。本院の意見の申出を踏まえ、定年の引上

げを実現するための措置が早期に実施されるよう改めて要請する。
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⑵ 副大臣通知

総 行 給 第 19 号

総 行 公 第 51 号

総 行 女 第 22 号

令和元年10月11日

各 都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長

各都道府県議会議長 殿

⎫
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
⎭

各指定都市議会議長

各人事委員会委員長

総務副大臣

長 谷 川 岳

地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて

本日、公務員の給与改定に関する取扱いについて、別紙のとおり閣議決定が行われました。

各地方公共団体においては、地方公務員の給与改定等を行うに当たって、別紙閣議決定の趣旨に沿って、

特に下記事項に留意の上、適切に対処されるよう要請いたします。

地方公営企業に従事する職員の給与改定等に当たっても、これらの事項を十分勘案の上、適切に対処さ

れるようお願いします。

また、貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いします。

なお、本通知は地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及び地方自治法（昭和22年

法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。

記

第１ 本年の給与改定及び給与の適正化について

各地方公共団体において職員の給与改定を行うに当たっては、地方公務員法の趣旨に沿って、次の事項

に留意しつつ、適切に対応すること。その際、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検

討の上、既に地域における国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、その

適正化を図るため必要な措置を講じること。

１ 国家公務員の月例給については、官民給与の較差を踏まえ、行政職俸給表（一）において、初任給及

び若年層を対象に平均0.1% の引上げ改定を行うこととされたところである。各地方公共団体において

は、人事委員会の給与に関する勧告及び報告を踏まえつつ、地域における民間給与等の状況を勘案して

適切に対処すること。

その際、既に地域における国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、

不適正な給与制度及びその運用の見直しを含め、必要な是正措置を速やかに講じること。特に、仮に民

間給与が著しく高い地域であったとしても、公務としての近似性及び財源負担の面から、それぞれの地
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域における国家公務員の給与水準との均衡に十分留意すること。

２ 国家公務員の期末・勤勉手当については、民間の支給状況を反映して、支給月数を0.05月分引き上げ

ることとし、勤務実績に応じた給与を推進するため、本年度の12月期の勤勉手当を引き上げ、令和２年

度以降は６月期と12月期の勤勉手当をそれぞれ0.025月分引き上げることとされたところである。各地

方公共団体においては、人事委員会の調査結果を踏まえつつ、勤務実績に応じた給与の推進を図るよう

適切な改定を行うこと。

３ 国においては、平成25年１月１日より、高位の号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減する

とともに、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）の改正により、平成26年１月１日

から55歳を超える職員は標準の勤務成績では昇給停止とするなど昇給抑制措置が講じられたところであ

る。各地方公共団体においても、国の取扱い及び「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」

（平成25年１月28日付け総行給第１号）を踏まえ、高齢層職員の昇給抑制等について必要な措置を講じる

こと。

４ 平成18年の給与構造改革における国家公務員の経過措置額については、平成26年３月31日をもって全

額廃止されていることを踏まえ、未対応の地方公共団体においては、速やかに必要な措置を講じること。

５ 平成27年の給与制度の総合的見直しにおける国家公務員の経過措置額については、平成30年３月31日

をもって全額廃止されていることを踏まえ、未対応の地方公共団体においては、速やかに必要な措置を

講じること。

６ 等級別基準職務表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質的にこれと同一の結果とな

る等級別基準職務表又は給料表を定めている場合（いわゆる「わたり」を行っている場合）等、不適正

な給与制度・運用については、速やかに見直しを図ること。

また、級別の職員構成については、職務給の原則にのっとり職務実態に応じた厳格な管理に努め、上

位級の比率が過大である場合には計画的に適正化を図ること。

特に、地方公務員法の改正により、能力・実績に基づく人事管理を徹底する観点から、平成28年４月

１日より等級別基準職務表を給与条例に定めるとともに、等級等ごとの職員数の公表を行うこととされ

たところであり、各地方公共団体においては、議会や住民への説明責任が強化され、職務給の原則の一

層の徹底が求められていることに留意すること。

７ 諸手当の在り方については、一般行政職のみならず職種全般について不断に点検し、制度の趣旨に合

致しないものや不適正な支給方法については、その適正化を図ること。その際、次の事項に留意するこ

と。

⑴ 地域手当については、給料水準が適切に見直されていることを前提に、国における地域手当の指定

基準に基づき、支給地域及び支給割合を定めることが原則であること。

都道府県において、人事管理上一定の考慮が必要となる場合にあっては、国の基準にのっとった場

合の支給総額を超えない範囲で、支給割合の差の幅の調整を行うことは差し支えないが、地域手当の

趣旨が没却されるような措置は厳に行わないこと。

⑵ 扶養手当について、国においては、平成29年度以降、段階的に配偶者に係る手当額を13,000円から

6,500円に減額し、子に係る手当額を6,500円から10,000円に引き上げることとされている。さらに、

扶養親族を有することによる生計費の増嵩の補助という扶養手当の趣旨に鑑み、一定以上の給与水準

にある行政職俸給表(一)９級及び10級並びにこれらに相当する職務の級の職員については、子以外の

― 83 ―



20-05-096 　別冊－第５概要１.mcd  Page 18 20/06/19 08:49  v5.51

扶養親族に係る手当を支給しないこととし、行政職俸給表(一)８級及びこれに相当する職務の級の職

員については、子以外の扶養親族に係る手当額を3,500円とすることとされている。各地方公共団体

においても、国の見直しの趣旨を踏まえ、適切に対処すること。

⑶ 住居手当について、国においては、公務員宿舎の使用料の上昇を考慮し、令和２年４月から、手当

の支給対象となる家賃額の下限を4,000円引き上げることとされている。また、この改定により生ず

る原資を用いて、民間における住宅手当の支給状況等を踏まえ、最高支給限度額を1,000円引き上げる

こととされている。各地方公共団体においては、国の見直しの趣旨を踏まえ、地域の実情等に応じ、

適切に対処すること。

また、自宅に係る住居手当については、国においては平成21年12月に廃止されたことを踏まえ、未

対応の地方公共団体においては、速やかに見直しを行うこと。

８ 国家公務員の退職手当については、官民較差の解消等を図るため、平成30年１月１日から支給水準の

引下げが行われている。地方公務員の退職手当についても、「職員の退職手当に関する条例の一部を改

正する条例（案）等について」（平成29年12月15日付け総行給第55号）を踏まえ、国に準じて必要な措置

を講じること。

９ 国においては、人事評価の結果を任用、給与等へ反映しており、本年の給与改定において、昨年に引

き続き、勤勉手当の支給月数を引き上げ、勤務実績に応じた給与を推進することとしている。

地方公共団体においても、地方公務員法の改正により、平成28年４月１日から人事評価の実施が義務

付けられ、任命権者は人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するものとする

との根本基準が同法に明確に規定されるとともに、人事評価の結果に応じた措置を講じなければならな

いこととされている。

また、人事評価については、本年８月の人事院の「公務員人事管理に関する報告」においても、「能力・

実績に基づく人事管理の推進」について言及されるなど、その重要性は高まっている。

これらを踏まえ、市町村をはじめ人事評価の結果を勤勉手当や昇給等に十分に反映できていない団体

にあっては、「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の運用について」（平成26年

８月15日付け総行公第67号・総行経第41号）に留意の上、速やかに必要な措置を講じること。特に、勤

勉手当の支給や昇給等について、人事評価の結果を反映させずに一律に行う等、法の趣旨に反する運用

がある場合には、速やかな是正を図ること。

10 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する者との均衡等に留意し、適正

な給与制度・運用とすること。

11 人事委員会においては、その機能を発揮し、地域の民間給与をより的確に反映させる観点から、公民

較差のより一層精確な算定、公民比較の勧告への適切な反映、勧告内容等に対する説明責任の徹底など

の取組を引き続き行うこと。また、公務としての近似性及び財源負担の面から、それぞれの地域におけ

る国家公務員の給与水準との均衡にも十分留意すること。

人事委員会を置いていない市及び町村においては、都道府県人事委員会における公民給与の調査結果

等も参考に適切な対応を行うこと。

12 地方公共団体における職員の給与改定の実施は、国における給与法の改正の措置を待って行うべきも

のであり、国に先行して行うことのないようにすること。

また、給与条例の改正は、議会で十分審議の上行うこととし、地方自治法第179条（長の専決処分）の
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規定に該当する場合を除き、専決処分によって行うことのないようにすること。

第２ その他の事項

１ 定員については、地方公共団体の適正な定員管理及び人件費の抑制に支障を来すような国の施策を厳

に抑制することとされているところである。各地方公共団体においては、行政の合理化、能率化を図る

とともに、行政課題に的確に対応できるよう、地域の実情を踏まえつつ、適正な定員管理の推進に取り

組むこと。

２ 給与及び定員の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等が団体間の比較分析を十分

行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。

３ 地方公務員の中途採用については、「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決

定）における就職氷河期世代支援の趣旨を踏まえ、各地方公共団体の実情に即し、受験資格の上限年齢

の引上げ、経歴不問の中途採用試験の実施や対象者への一層の周知などに取り組むこと。
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別紙

公務員の給与改定に関する取扱いについて

(令和元年10月11日閣 議 決 定)
１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については、去る８月７日の人事

院勧告どおり改定を行うものとする。

２ 特別職の国家公務員の給与については、おおむね１の趣旨に沿って取り扱うものとする。

３ １及び２の措置に併せ、次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。

⑴ 国の行政機関の機構及び定員については、「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針」（平成26

年７月25日閣議決定）に沿って、厳格に管理を行う。

⑵ 独立行政法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第１項第７号に規定する独立行政法人

をいう。）の役職員の給与改定に当たっては、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年

12月24日閣議決定）を踏まえ、適切に対応する。

また、特殊法人等の役職員の給与改定に当たっては、国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の

理解が得られる適正な給与水準となるよう厳しく対処するとともに、必要な指導を行うなど適切に対

応する。

４ 地方公務員の給与改定については、各地方公共団体において、地方公務員法の趣旨に沿って適切に対

応するとともに、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検討の上、既に地域における

国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、その適正化を図るため必要な

措置を講ずるよう要請するものとする。

また、地方公共団体の適正な定員管理及び人件費の抑制に支障を来すような国の施策を厳に抑制する

とともに、地方公共団体に対し、行政の合理化、能率化を図り、適正な定員管理の推進に取り組むよう

要請するものとする。
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２ 平成30年度における給与改定等の状況（平成31年４月１日調べ）
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224545都道府県(47)

人事委員会
勧告どおり

人事委員会
勧告どおり

改定
しなかった改定した

711611,755合 計（1,766)

－3－1,694市町村(1,697)

561616指定都市等(22)

一般行政職の給料表について

※指定都市等には、特別区および和歌山市を含む（以下同じ）。

114646都道府県(47)

人事委員会
勧告どおり

人事委員会
勧告どおり

改定
しなかった改定した

15671,761合 計（1,766)

－3－1,694市町村(1,697)

012121指定都市等(22)

期末・勤勉手当の改定

1
(2.1%)

39
(83.0%)

1
(2.1%)

6
(12.8%)都道府県(47)

4.40月以上
4.45月未満4.40月未満

2
(9.1%)

20
(90.9%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)指定都市等(22)

4.45月
（国と同じ）

30
(1.8%)

1,505
(88.7%)

74
(4.4%)

88
(5.2%)市町村(1,697)

33
(1.9%)

1,564
(88.6%)

75
(4.2%)

94
(5.3%)合 計(1,766)

4.45月超

期末・勤勉手当の支給月数
＜平成30年度措置内容＞
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３ 平成30年度における給与適正化の状況（平成31年４月１日調べ）
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H30年度中に
適正化

－

制度あり
（H31.4.1）区分

0指定都市
(20)

06市 区
(795)

08合 計
(1,788）

02町 村
(926)

－0都道府県
(47)

わたりの制度に関する適正化の状況
(単位：団体）

注 経過措置を設けて廃止している場合も制度なし
としている

H30年度中に
適正化

0

制度あり
（H31.4.1）区分

1指定都市
(20)

668市 区
(795)

7203合 計
(1,788）

1134町 村
(926)

－0都道府県
(47)

自宅に係る住居手当制度に関する適正化の状況
(単位：団体）

注 経過措置を設けて廃止している場合も制度なし
としている

20

8

12

0

0

00指定都市
(20)

18市 区
(795)

特殊勤務
手当

5

4

116合計
(1,788）

1

0

08町 村
(926)

0 00都道府県
(47)

12

26

1

4

その他手当

15

6

9

0

0

住居手当

49

7

32

3

7

退職手当
諸手当

退職時特別
昇給等給料表初任給基準区分

43

その他の給与適正化の状況
(単位：団体）

注 団体数は部分的な取組を含み、合計は延べ数である
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４ 国家公務員給与等実態調査関係資料（平成31年）

職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額

適用俸給表別に職員数、平均年齢、平均経験年数及び平均給与月額を示すと次のとおりである。

― 90 ―

俸 給 表 職員数 平 均
年 齢

平 均
経 験
年 数

平均給与月額
俸 給

人 歳 年 円 円
全 俸 給 表 252,809 43.1 21.3 417,683 338,969
行 政 職 俸 給 表 (一) 139,782 43.4 21.6 411,123 329,433
行 政 職 俸 給 表 (二) 2,431 50.9 29.8 329,380 287,312
専 門 行 政 職 俸 給 表 7,876 42.4 20.0 445,706 350,010
税 務 職 俸 給 表 51,149 42.9 21.6 436,869 359,720
公 安 職 俸 給 表 (一) 22,013 41.4 20.1 376,765 318,875
公 安 職 俸 給 表 (二) 22,710 40.7 19.2 411,640 340,478
海 事 職 俸 給 表 (一) 192 43.7 22.7 457,775 367,558
海 事 職 俸 給 表 (二) 347 42.2 23.8 377,589 312,744
教 育 職 俸 給 表 (一) 78 46.9 22.9 480,900 430,974
教 育 職 俸 給 表 (二) 75 50.0 25.9 461,665 398,867
研 究 職 俸 給 表 1,397 46.0 22.4 558,786 402,661
医 療 職 俸 給 表 (一) 569 52.0 24.9 849,045 504,551
医 療 職 俸 給 表 (二) 476 46.2 20.9 353,649 309,010
医 療 職 俸 給 表 (三) 1,860 47.1 21.8 352,289 315,908
福 祉 職 俸 給 表 246 43.1 19.2 385,624 332,689
専門スタッフ職俸給表 176 56.0 32.8 600,866 491,598
指 定 職 俸 給 表 923 56.9 33.4 1,027,605 857,012
特定任期付職員俸給表 435 43.6 616,734 519,133
第一号任期付研究員俸給表 37 39.9 470,546 402,486
第二号任期付研究員俸給表 37 35.0 396,486 336,811
（注）１ 全俸給表の平均経験年数には、特定任期付職員及び任期付研究員は含まれていない。

２ 俸給には、俸給の調整額を含む。
３ 地域手当等には、異動保障による地域手当及び広域異動手当を含む。
４ その他は、本府省業務調整手当、単身赴任手当（基礎額）、寒冷地手当、特地勤務手当等である。
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地域手当等 俸給の特別調整額 扶養手当 住居手当 その他
円 円 円 円 円

43,096 11,953 10,320 5,675 7,670
43,540 12,659 10,059 6,121 9,311
26,004 10,307 4,244 1,513
53,581 12,131 10,272 8,927 10,785
46,225 13,659 9,852 4,960 2,453
30,842 5,898 13,049 3,041 5,060
36,377 9,834 10,977 6,389 7,585
51,052 12,880 14,047 4,277 7,961
40,331 12,859 5,706 5,949
21,609 4,227 13,724 8,058 2,308
37,747 4,303 11,887 5,920 2,941
75,419 56,435 11,436 7,897 4,938
90,548 34,780 11,082 5,406 202,678
23,046 1,222 9,513 5,900 4,958
18,497 680 8,861 5,217 3,126
28,854 5,039 10,994 6,126 1,922
96,879 8,162 3,375 852
165,213 5,380
97,244 357
68,060
59,675
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第
１
表
適
用
俸
給
表
別
，
性
別
，
年
齢
階
層
別
人
員

性
別

計
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

25
2,
80
9

人
13
9,
78
2

人
2,
43
1

人
7,
87
6

人
51
,1
49

人
22
,0
13

人
22
,7
10

人 19
2

人 34
7

人 78
人 75

人
1,
39
7

人 56
9

人 47
6

人
1,
86
0

人 24
6

人 17
6

人 92
3

人 43
5

人 37
人 37

20
歳

未
満

79
2

48
8

3
15
8

80
62

1
20
歳
以
上
24
歳
未
満

11
,3
61

5,
67
9

16
20
3
2,
79
8

93
0
1,
70
1

7
20

2
3

2
24
歳
以
上
28
歳
未
満

20
,4
89
11
,2
65

18
63
7
4,
09
8
1,
74
1
2,
60
9

21
12

3
30

10
31

13
1

28
歳
以
上
32
歳
未
満

19
,5
09

9,
34
4

20
76
3
4,
55
2
2,
20
0
2,
36
0

13
44

2
2

69
10

33
50

14
25

8
32
歳
以
上
36
歳
未
満

20
,0
02

9,
50
6

47
81
9
4,
61
0
2,
41
9
2,
13
0

13
34

4
1

10
2

42
38

10
0

23
87

9
18

36
歳
以
上
40
歳
未
満

21
,6
75
11
,9
63

84
86
3
3,
92
8
2,
52
8
1,
73
3

15
38

8
3

13
9

26
47

17
2

29
84

12
3

40
歳
以
上
44
歳
未
満

25
,3
63
15
,2
07

18
8

91
4
3,
51
0
2,
88
3
1,
87
8

22
41

12
9

19
5

43
57

28
2

51
1

56
8

6
44
歳
以
上
48
歳
未
満

36
,5
70
22
,1
15

33
7

89
4
6,
68
7
2,
89
0
2,
80
8

14
40

8
11

22
1

48
68

31
9

43
6

55
6

48
歳
以
上
52
歳
未
満

33
,5
88
19
,0
23

48
2
1,
08
8
7,
45
5
1,
96
0
2,
67
0

25
36

16
13

25
7

81
68

32
2

31
22

3
33

2
1

52
歳
以
上
56
歳
未
満

31
,7
49
18
,0
03

56
5

95
8
6,
47
8
2,
04
1
2,
51
3

37
34

11
20

19
4

99
64

30
6

18
45

33
1

32
56
歳
以
上
60
歳
未
満

29
,7
92
16
,6
92

60
1

68
3
5,
80
6
2,
34
0
2,
24
5

25
47

14
16

18
2

87
91

27
5

22
10
1

53
0

35
60

歳
以

上
1,
91
9

49
7

70
54
1,
06
9

1
1

6
13
3

1
59

28

性
別

男
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タッ
フ職

俸
給
表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

20
3,
89
1

人
11
1,
96
6

人
1,
84
1

人
6,
20
0

人
40
,2
00

人
19
,7
08

人
19
,5
35

人 19
1

人 34
5

人 71
人 51

人
1,
13
7

人 43
7

人 26
5

人 34
6

人 14
5

人 16
6

人 88
3

人 35
5

人 25
人 24

20
歳

未
満

50
7

32
7

2
73

46
58

1
20
歳
以
上
24
歳
未
満

7,
65
3
3,
56
8

10
14
3
1,
80
2

66
9
1,
43
4

7
19

1
24
歳
以
上
28
歳
未
満

14
,0
60

7,
38
6

13
39
7
2,
76
0
1,
41
0
2,
01
8

20
12

2
22

3
8

9
28
歳
以
上
32
歳
未
満

14
,8
11

6,
97
8

14
52
0
3,
28
4
1,
89
7
1,
93
4

13
44

1
2

56
7

16
11

7
21

6
32
歳
以
上
36
歳
未
満

15
,6
40

7,
28
3

40
60
9
3,
46
0
2,
13
5
1,
79
2

13
33

4
84

34
20

29
14

70
7

13
36
歳
以
上
40
歳
未
満

16
,9
97

9,
24
7

68
61
6
2,
99
1
2,
26
8
1,
45
3

15
38

8
3

11
3

19
27

45
16

62
8

40
歳
以
上
44
歳
未
満

20
,1
05
11
,9
91

15
0

67
9
2,
61
0
2,
62
2
1,
60
4

22
41

11
6

15
6

25
27

73
33

1
45

5
4

44
歳
以
上
48
歳
未
満

28
,8
01
17
,4
44

26
3

71
5
4,
91
1
2,
62
4
2,
38
8

14
40

6
7

17
4

30
41

71
22

6
42

3
48
歳
以
上
52
歳
未
満

27
,8
73
15
,8
05

36
7

92
6
6,
04
5
1,
81
2
2,
40
6

25
36

15
10

21
6

63
32

45
18

19
2

28
2

1
52
歳
以
上
56
歳
未
満

28
,2
29
16
,0
32

41
7

89
0
5,
81
1
1,
95
9
2,
32
3

37
34

11
11

15
9

77
37

37
10

42
31
6

26
56
歳
以
上
60
歳
未
満

27
,4
19
15
,4
33

43
9

65
1
5,
44
4
2,
26
6
2,
12
5

25
47

13
12

15
2

67
62

26
16

97
51
0

34
60

歳
以

上
1,
79
6

47
2

58
54
1,
00
9

5
11
5

1
55

27
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性
別

女
（
第
１
表
続
き
）

俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

48
,9
18

人
27
,8
16

人 59
0

人
1,
67
6

人
10
,9
49

人
2,
30
5

人
3,
17
5

人 1
人 2

人 7
人 24

人 26
0

人 13
2

人 21
1

人
1,
51
4

人 10
1

人 10
人 40

人 80
人 12

人 13
20

歳
未

満
28
5

16
1

1
85

34
4

20
歳
以
上
24
歳
未
満

3,
70
8
2,
11
1

6
60

99
6

26
1

26
7

1
2

2
2

24
歳
以
上
28
歳
未
満

6,
42
9
3,
87
9

5
24
0
1,
33
8

33
1

59
1

1
1

8
7

23
4

1
28
歳
以
上
32
歳
未
満

4,
69
8
2,
36
6

6
24
3
1,
26
8

30
3

42
6

1
13

3
17

39
7

4
2

32
歳
以
上
36
歳
未
満

4,
36
2
2,
22
3

7
21
0
1,
15
0

28
4

33
8

1
1

18
8

18
71

9
17

2
5

36
歳
以
上
40
歳
未
満

4,
67
8
2,
71
6

16
24
7

93
7

26
0

28
0

26
7

20
12
7

13
22

4
3

40
歳
以
上
44
歳
未
満

5,
25
8
3,
21
6

38
23
5

90
0

26
1

27
4

1
3

39
18

30
20
9

18
11

3
2

44
歳
以
上
48
歳
未
満

7,
76
9
4,
67
1

74
17
9
1,
77
6

26
6

42
0

2
4

47
18

27
24
8

21
13

3
48
歳
以
上
52
歳
未
満

5,
71
5
3,
21
8

11
5

16
2
1,
41
0

14
8

26
4

1
3

41
18

36
27
7

13
3

1
5

52
歳
以
上
56
歳
未
満

3,
52
0
1,
97
1

14
8

68
66
7

82
19
0

9
35

22
27

26
9

8
3

15
6

56
歳
以
上
60
歳
未
満

2,
37
3
1,
25
9

16
2

32
36
2

74
12
0

1
4

30
20

29
24
9

6
4

20
1

60
歳

以
上

12
3

25
12

60
1

1
1

18
4

1
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第２表 適用俸給表別，性別，最終学歴別人員
学歴

性別
俸給表

計 大 学 卒 短 大 卒 高 校 卒 中 学 卒

計
計 252,809人 136,400人 35,129人 81,009人 271人
男 203,891 110,073 27,047 66,533 238
女 48,918 26,327 8,082 14,476 33

行 政 職 俸 給 表 （一)
計 139,782 81,608 17,636 40,501 37
男 111,966 64,534 13,470 33,929 33
女 27,816 17,074 4,166 6,572 4

行 政 職 俸 給 表 （二)
計 2,431 163 284 1,846 138
男 1,841 148 162 1,420 111
女 590 15 122 426 27

専 門 行 政 職 俸 給 表
計 7,876 4,884 2,061 927 4
男 6,200 3,679 1,697 820 4
女 1,676 1,205 364 107

税 務 職 俸 給 表
計 51,149 24,130 2,275 24,744
男 40,200 19,728 1,412 19,060
女 10,949 4,402 863 5,684

公 安 職 俸 給 表 （一)
計 22,013 11,559 2,090 8,346 18
男 19,708 10,457 1,748 7,485 18
女 2,305 1,102 342 861

公 安 職 俸 給 表 （二)
計 22,710 9,815 8,640 4,211 44
男 19,535 8,101 7,910 3,481 43
女 3,175 1,714 730 730 1

海 事 職 俸 給 表 （一)
計 192 69 70 47 6
男 191 68 70 47 6
女 1 1

海 事 職 俸 給 表 （二)
計 347 10 86 228 23
男 345 10 86 226 23
女 2 2

教 育 職 俸 給 表 （一)
計 78 73 5
男 71 66 5
女 7 7

教 育 職 俸 給 表 （二)
計 75 50 21 4
男 51 42 8 1
女 24 8 13 3

研 究 職 俸 給 表
計 1,397 1,367 10 20
男 1,137 1,111 9 17
女 260 256 1 3

医 療 職 俸 給 表 （一)
計 569 569
男 437 437
女 132 132

医 療 職 俸 給 表 （二)
計 476 230 238 8
男 265 121 138 6
女 211 109 100 2

医 療 職 俸 給 表 （三)
計 1,860 107 1,667 86
男 346 28 310 8
女 1,514 79 1,357 78

福 祉 職 俸 給 表
計 246 198 35 12 1
男 145 128 13 4
女 101 70 22 8 1

専 門 ス タ ッ フ 職 俸 給 表
計 176 162 14
男 166 152 14
女 10 10

指 定 職 俸 給 表
計 923 911 4 8
男 883 872 3 8
女 40 39 1

特 定 任 期 付 職 員 俸 給 表
計 435 421 7 7
男 355 342 6 7
女 80 79 1

第 一 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 37 37
男 25 25
女 12 12

第 二 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 37 37
男 24 24
女 13 13

（注）大学卒には修士課程及び博士課程修了者を、短大卒には高等専門学校卒業者を含む（以下第４表までにおいて同じ。）。
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第
３
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
人
員

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

行
政
職
俸
給
表
㈠

13
9,
78
2

14
,4
75

13
,2
09

32
,9
60

35
,5
98

20
,1
40

15
,8
29

3,
82
2

2,
18
1

1,
31
0

25
8

学 歴

大
学
卒

81
,6
08

8,
75
2

10
,7
98

20
,2
54

16
,7
30

9,
62
9

9,
25
6

2,
79
1

1,
87
5

1,
26
7

25
6

短
大
卒

17
,6
36

1,
94
2

1,
11
5

4,
60
4

5,
68
9

2,
52
0

1,
48
7

21
0

64
4

1
高
校
卒

40
,5
01

3,
77
7

1,
29
3

8,
08
8

13
,1
71

7,
98
7

5,
08
3

82
1

24
1

39
1

中
学
卒

37
4

3
14

8
4

3
1

行
政
職
俸
給
表
㈡

2,
43
1

55
84
4

1,
16
6

32
8

38
専
門
行
政
職
俸
給
表

7,
87
6

1,
39
8

1,
29
1

2,
45
9

1,
85
7

61
1

20
2

56
2

税
務
職
俸
給
表

51
,1
49

7,
00
1

5,
06
6

6,
12
9

6,
20
5

12
,4
30

12
,0
42

1,
68
0

48
3

11
3

公
安
職
俸
給
表
㈠

22
,0
13

6,
21
6

5,
70
9

3,
98
4

2,
68
2

1,
12
0

88
9

59
2

32
5

39
8

93
5

公
安
職
俸
給
表
㈡

22
,7
10

4,
28
8

3,
64
8

5,
86
5

5,
05
7

1,
57
4

1,
36
8

58
3

25
2

74
1

海
事
職
俸
給
表
㈠

19
2

4
47

46
51

29
15

海
事
職
俸
給
表
㈡

34
7

19
11
6

77
68

58
9

教
育
職
俸
給
表
㈠

78
7

12
37

21
1

教
育
職
俸
給
表
㈡

75
74

1
研
究
職
俸
給
表

1,
39
7

11
25
2

36
4

33
8

43
2

医
療
職
俸
給
表
㈠

56
9

83
22
1

21
4

48
3

医
療
職
俸
給
表
㈡

47
6

28
21
8

13
7

69
19

2
3

医
療
職
俸
給
表
㈢

1,
86
0

99
1,
52
9

15
4

61
12

5
福
祉
職
俸
給
表

24
6

62
76

40
48

19
1

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

17
6

14
71

86
5

指
定
職
俸
給
表

92
3

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

43
5

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

37
第二

号任
期付

研究
員俸

給表
37

（
注
）
各
俸
給
表
に
定
め
の
な
い
職
務
の
級
を
網
掛
け
と
し
た
（
以
下
第
６
表
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。）
。
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第
４
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
平
均
年
齢

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

行
政
職
俸
給
表
㈠

43
.4

24
.7

30
.5

40
.2

47
.9

52
.0

52
.5

52
.7

52
.4

52
.9

53
.5

学 歴

大
学
卒

41
.4

25
.8

29
.8

38
.8

46
.1

50
.2

50
.7

51
.3

51
.5

52
.7

53
.4

短
大
卒

44
.5

24
.1

32
.7

41
.7

49
.0

53
.3

54
.6

56
.8

58
.1

60
.8

59
.5

高
校
卒

47
.1

22
.5

33
.9

43
.1

49
.7

53
.9

55
.1

56
.5

57
.4

57
.7

59
.5

中
学
卒

49
.4

28
.8

38
.8

50
.9

53
.5

55
.5

58
.5

59
.5

行
政
職
俸
給
表
㈡

50
.9

28
.3

48
.9

51
.5

56
.6

57
.8

専
門
行
政
職
俸
給
表

42
.4

28
.2

35
.1

44
.7

50
.3

51
.2

54
.2

55
.6

55
.5

税
務
職
俸
給
表

42
.9

24
.8

30
.3

35
.5

42
.5

50
.4

52
.4

56
.0

58
.3

58
.8

公
安
職
俸
給
表
㈠

41
.4

29
.8

41
.9

48
.4

45
.5

46
.4

49
.1

50
.5

54
.5

56
.7

55
.8

54
.3

公
安
職
俸
給
表
㈡

40
.7

24
.8

32
.0

41
.7

49
.6

51
.7

54
.0

53
.9

55
.9

57
.7

58
.5

海
事
職
俸
給
表
㈠

43
.7

22
.5

30
.1

41
.0

51
.4

53
.1

56
.0

海
事
職
俸
給
表
㈡

42
.2

23
.0

33
.0

42
.6

48
.8

56
.1

59
.3

教
育
職
俸
給
表
㈠

46
.9

29
.8

37
.9

48
.1

55
.0

59
.5

教
育
職
俸
給
表
㈡

50
.0

49
.9

58
.5

研
究
職
俸
給
表

46
.0

28
.2

34
.9

43
.1

48
.8

53
.3

医
療
職
俸
給
表
㈠

52
.0

36
.9

50
.6

57
.2

61
.0

56
.8

医
療
職
俸
給
表
㈡

46
.2

37
.0

41
.6

50
.6

53
.3

52
.9

57
.0

56
.2

医
療
職
俸
給
表
㈢

47
.1

51
.3

45
.9

52
.3

55
.3

56
.2

56
.1

福
祉
職
俸
給
表

43
.1

37
.5

40
.4

42
.9

49
.0

57
.1

58
.5

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

56
.0

52
.1

55
.4

57
.2

54
.7

指
定
職
俸
給
表

56
.9

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

43
.6

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

39
.9

第二
号任

期付
研究

員俸
給表

35
.0
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第
５
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
経
験
年
数

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

行
政
職
俸
給
表
(一
)

21
.6

2.
8

7.
3

18
.1

26
.5

30
.8

30
.9

30
.5

29
.7

29
.5

30
.0

行
政
職
俸
給
表
(二
)

29
.8

7.
6

25
.4

31
.8

37
.0

38
.2

専
門
行
政
職
俸
給
表

20
.0

5.
8

12
.4

22
.8

28
.0

28
.0

31
.0

32
.0

32
.7

税
務
職
俸
給
表

21
.6

3.
5

8.
2

12
.9

21
.2

29
.4

31
.9

35
.6

37
.7

37
.1

公
安
職
俸
給
表
(一
)

20
.1

8.
6

20
.7

27
.5

23
.9

25
.0

27
.6

28
.6

32
.9

35
.8

33
.6

30
.5

公
安
職
俸
給
表
(二
)

19
.2

4.
1

10
.0

19
.8

28
.2

30
.4

32
.8

31
.7

33
.1

34
.8

33
.7

海
事
職
俸
給
表
(一
)

22
.7

2.
2

8.
2

19
.8

31
.8

31
.6

34
.1

海
事
職
俸
給
表
(二
)

23
.8

4.
6

13
.8

23
.9

30
.7

38
.8

42
.4

教
育
職
俸
給
表
(一
)

22
.9

7.
1

14
.4

23
.4

31
.5

33
.7

教
育
職
俸
給
表
(二
)

25
.9

25
.8

36
.7

研
究
職
俸
給
表

22
.4

5.
3

11
.0

19
.4

25
.1

29
.8

医
療
職
俸
給
表
(一
)

24
.9

10
.4

22
.5

30
.8

34
.5

30
.0

医
療
職
俸
給
表
(二
)

20
.9

10
.8

15
.3

26
.2

29
.0

28
.6

33
.7

32
.3

医
療
職
俸
給
表
(三
)

21
.8

27
.9

20
.3

28
.2

32
.0

34
.2

33
.3

福
祉
職
俸
給
表

19
.2

13
.1

16
.8

19
.0

25
.0

33
.5

35
.7

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

32
.8

29
.0

32
.7

33
.6

31
.7

指
定
職
俸
給
表

33
.4

第
６
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
俸
給
額

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

行
政
職
俸
給
表
(一
)

32
9,
43
3

18
6,
00
0

22
7,
84
4

30
1,
86
0

36
1,
50
7

38
3,
58
9

40
0,
41
4

43
0,
49
1

46
1,
79
5

51
1,
45
7

55
1,
92
9

行
政
職
俸
給
表
(二
)

28
7,
31
2

19
5,
67
5

26
7,
05
7

29
6,
67
5

31
5,
60
9

33
8,
27
9

専
門
行
政
職
俸
給
表

35
0,
01
0

21
9,
97
1

28
9,
59
7

37
2,
55
6

41
1,
29
5

44
4,
50
5

46
5,
90
1

51
0,
51
8

55
3,
40
0

税
務
職
俸
給
表

35
9,
72
0

21
0,
25
6

25
5,
66
1

30
1,
99
1

37
2,
57
5

41
5,
76
7

43
6,
49
5

45
2,
53
4

47
1,
17
0

50
7,
44
2

公
安
職
俸
給
表
(一
)

31
8,
87
5

23
5,
60
2

30
9,
12
8

34
5,
33
4

36
1,
12
0

39
1,
84
0

41
2,
37
5

43
1,
69
8

45
0,
96
4

47
1,
73
7

51
2,
30
5

55
1,
02
0

公
安
職
俸
給
表
(二
)

34
0,
47
8

22
5,
93
2

27
2,
01
4

34
4,
70
6

40
3,
94
6

42
2,
09
3

44
0,
53
8

47
2,
71
7

49
5,
48
7

52
2,
53
6

53
8,
70
0

海
事
職
俸
給
表
(一
)

36
7,
55
8

21
0,
82
5

26
9,
62
1

34
8,
04
3

41
2,
69
8

44
3,
44
5

47
5,
88
0

海
事
職
俸
給
表
(二
)

31
2,
74
4

21
5,
90
5

26
9,
03
2

32
9,
87
8

34
5,
87
8

35
9,
93
8

37
9,
51
1

教
育
職
俸
給
表
(一
)

43
0,
97
4

27
2,
84
3

37
3,
70
8

43
4,
34
9

50
5,
53
8

53
4,
40
0

教
育
職
俸
給
表
(二
)

39
8,
86
7

39
8,
48
0

42
7,
50
0

研
究
職
俸
給
表

40
2,
66
1

21
5,
36
4

28
9,
88
5

36
1,
87
5

41
9,
00
6

49
4,
79
6

医
療
職
俸
給
表
(一
)

50
4,
55
1

38
7,
28
2

48
9,
63
2

54
8,
56
7

57
4,
95
2

58
1,
90
0

医
療
職
俸
給
表
(二
)

30
9,
01
0

23
3,
25
4

27
4,
44
9

33
6,
76
8

36
4,
14
9

38
5,
07
9

41
0,
50
0

44
2,
23
3

医
療
職
俸
給
表
(三
)

31
5,
90
8

29
6,
95
0

30
9,
68
3

35
7,
05
5

37
8,
78
5

38
0,
04
2

40
6,
68
0

福
祉
職
俸
給
表

33
2,
68
9

25
9,
80
5

31
6,
05
0

34
5,
20
3

40
4,
69
2

42
2,
63
7

45
0,
30
0

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

49
1,
59
8

40
4,
88
6

46
2,
83
4

52
2,
24
5

61
5,
70
0

指
定
職
俸
給
表

85
7,
01
2

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

51
9,
13
3

第
一
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

40
2,
48
6

第
二
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

33
6,
81
1
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第
７
表
適
用
俸
給
表
別
，
経
験
年
数
階
層
別
，
給
与
決
定
上
の
学
歴
別
人
員
及
び
平
均
俸
給
額

全
俸
給
表

学
歴

経
験
年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
修
士
課
程
修
了
等

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
25
2,
30
0
33
8,
64
9

58
4
31
2,
51
9

96
,5
36

35
1,
66
3

23
,9
14

32
4,
40
1
13
0,
04
0
33
2,
61
0

1,
22
6
24
4,
82
3

１
年
未
満

5,
34
6
18
6,
51
7

1,
23
0
16
0,
80
7

43
2
18
8,
16
8

3,
49
4
19
3,
65
0

19
0
21
8,
02
6

１
年
以
上
２
年
未
満

6,
37
4
19
4,
54
2

1,
46
1
17
2,
43
5

51
6
19
1,
17
0

4,
21
7
20
1,
21
6

18
0
22
7,
28
1

２
年
以
上
３
年
未
満

7,
07
5
19
9,
96
0

1,
47
2
17
3,
83
3

85
9
19
6,
43
3

4,
55
2
20
7,
55
2

19
2
23
6,
03
5

３
年
以
上
５
年
未
満

12
,9
97

21
4,
05
8

2
20
2,
60
0

2,
99
2
19
1,
00
9

1,
24
4
21
0,
76
6

8,
36
5
22
1,
12
7

39
4
24
9,
43
4

５
年
以
上
７
年
未
満

9,
52
7
23
2,
83
1

2
21
6,
40
0

1,
95
5
21
4,
93
1

1,
03
8
23
0,
43
4

6,
35
8
23
7,
90
4

17
4
26
3,
07
5

７
年
以
上
10
年
未
満

14
,4
62

25
7,
33
1

2
20
7,
50
0

2,
53
6
23
3,
33
8

1,
81
0
25
5,
68
7

10
,0
54

26
3,
57
0

60
27
7,
20
2

10
年
以
上
15
年
未
満

26
,5
32

29
1,
14
1

41
23
3,
32
0

5,
31
1
26
0,
40
9

2,
66
2
27
9,
08
5

18
,5
03

30
1,
80
9

15
31
0,
42
0

15
年
以
上
20
年
未
満

27
,6
50

33
1,
00
8

55
25
9,
71
6

5,
59
8
29
8,
01
1

2,
35
9
31
3,
49
9

19
,6
20

34
2,
71
9

18
34
0,
05
6

20
年
以
上
25
年
未
満

32
,2
38

36
7,
01
2

51
29
6,
46
5

8,
99
3
34
2,
52
7

3,
61
0
35
2,
48
0

19
,5
81

38
1,
12
3

3
34
5,
80
0

25
年
以
上
30
年
未
満

42
,0
66

39
0,
77
3

69
31
8,
01
0

20
,6
34

37
6,
37
8

3,
40
8
37
7,
39
2

17
,9
55

41
0,
13
5

30
年
以
上
35
年
未
満

36
,1
34

41
0,
51
2

89
32
2,
70
8

19
,5
30

39
4,
20
0

3,
23
5
39
7,
80
7

13
,2
80

43
8,
18
5

35
年
以
上

31
,8
99

41
0,
26
8

27
3
33
5,
62
0

24
,8
24

40
5,
35
5

2,
74
1
40
7,
48
3

4,
06
1
44
7,
20
2

（
注
）
１
人
員
及
び
平
均
俸
給
額
は
平
成
29
年
４
月
１
日
現
在
の
も
の
で
あ
る
が
、
経
験
年
数
階
層
の
分
類
は
同
年
１
月
15
日
現
在
の
経
験
年
数
（
端
数
切
捨
て
）
と
し
て
い
る
（
以

下
各
俸
給
表
に
お
い
て
同
じ
。）
。

２
特
定
任
期
付
職
員
及
び
任
期
付
研
究
員
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

３
修
士
課
程
修
了
等
は
、
人
事
院
規
則
９
－
８
（
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
）
別
表
第
二
初
任
給
基
準
表
の
試
験
欄
の
「
総
合
職
（
院
卒
）」
の
適
用
を
受
け
た
者
で
あ

る
（
以
下
各
俸
給
表
及
び
参
考
１
に
お
い
て
同
じ
。）
。

行
政
職
俸
給
表
㈠
学
歴

経
験
年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
修
士
課
程
修
了
等

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
13
9,
78
2
32
9,
43
3

53
32
7,
18
9

50
,4
25

34
6,
64
7

9,
43
7
33
1,
56
7

78
,8
78

31
9,
30
1

98
9
23
9,
52
9

１
年
未
満

3,
72
4
17
9,
79
8

80
3
15
1,
08
9

14
3
16
2,
80
5

2,
61
1
18
7,
20
7

16
7
21
6,
55
9

１
年
以
上
２
年
未
満

3,
78
7
18
6,
59
5

71
5
15
8,
01
5

18
9
16
7,
43
6

2,
73
8
19
3,
40
6

14
5
22
3,
87
9

２
年
以
上
３
年
未
満

4,
07
9
19
2,
64
1

75
1
16
1,
70
5

21
4
17
1,
26
2

2,
96
1
20
0,
00
7

15
3
23
1,
83
3

３
年
以
上
５
年
未
満

7,
06
7
20
6,
47
1

1,
19
5
17
3,
61
3

30
8
18
4,
67
1

5,
24
3
21
2,
84
5

32
1
24
5,
61
2

５
年
以
上
７
年
未
満

4,
54
9
22
4,
64
9

52
5
18
9,
54
4

17
3
19
8,
74
8

3,
71
1
22
9,
58
0

14
0
25
7,
56
8

７
年
以
上
10
年
未
満

6,
34
5
24
9,
42
4

56
5
21
0,
77
1

23
7
22
3,
15
8

5,
49
9
25
4,
37
7

44
26
8,
29
8

10
年
以
上
15
年
未
満

12
,5
15

28
6,
59
7

7
22
3,
25
7

1,
48
2
24
4,
00
4

63
5
25
8,
88
1

10
,3
80

29
4,
39
5

11
30
7,
60
9

15
年
以
上
20
年
未
満

16
,3
81

32
4,
51
0

3
26
6,
46
7

2,
59
7
28
4,
94
5

1,
01
8
29
9,
43
0

12
,7
57

33
4,
57
3

6
33
6,
73
3

20
年
以
上
25
年
未
満

19
,7
94

35
8,
27
5

9
30
0,
65
6

5,
07
7
32
8,
86
4

1,
67
5
33
9,
62
7

13
,0
31

37
2,
17
3

2
34
3,
00
0

25
年
以
上
30
年
未
満

24
,0
59

37
7,
81
3

5
31
3,
98
0

11
,5
29

35
9,
56
1

1,
64
5
36
5,
17
2

10
,8
80

39
9,
09
3

30
年
以
上
35
年
未
満

19
,5
51

39
0,
74
1

9
33
9,
68
9

10
,8
19

38
1,
01
9

1,
56
2
38
6,
14
6

7,
16
1
40
6,
49
6

35
年
以
上

17
,9
31

39
5,
94
4

20
38
2,
29
0

14
,3
67

39
3,
88
6

1,
63
8
39
7,
62
9

1,
90
6
41
0,
15
1
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５ 地方財政と人件費

１ 地方財政計画（令和２年度）

令和２年度地方財政計画における給与関係経費の状況

令和２年度の地方財政計画の歳出総額は90兆7,397億円であり、令和元年度の地方財政計画の歳出

総額89兆5,930億円と比べ、１兆1,467億円増加している。このうち給与関係経費は20兆2,876億円と

なっており、令和元年度（20兆3,307億円）に比べ、431億円減少している（表－１）。

２ 決算額（平成30年度）

人件費は職員給、退職金、委員等報酬、議員報償手当、地方公務員共済組合等負担金等からなって

いる。平成30年度普通会計における人件費の決算額は22兆4,660億円で、歳出総額に占める割合は22.

9％であり、平成29年度の22兆4,652億円（22.9％）と比べ、大きな変化はない（図－１）。

― 99 ―
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表―１ 地方財政計画と給与関係経費
（単位：億円・％）

区 分 昭和 48年
度 53 58 63 平 ５ 年

度 10 15 20 24 25 26 27 28 29 30 31 令 和 ２
年度

地方財政計画額Ａ 145,510 343,396 474,860 578,198 764,152 870,964 862,107 834,014 818,647 819,154 833,607 852,710 857,593 866,198 868,973 895,930 907,397
うち給与関係経費Ｂ 40,679 106,086 136,614 167,212 218,995 234,169 234,383 222,071 209,760 197,479 203,414 203,351 203,274 203,209 203,144 203,307 202,876

義務教育関係職員Ｃ 14,670 36,027 46,159 53,990 65,748 68,247 67,311 61,355 58,532 55,627 56,845 56,659 56,326 56,553 56,403 56,255 55,934

警 察 職 員 Ｄ 4,624 10,977 14,249 17,593 22,698 25,605 27,254 23,867 23,104 21,929 22,841 23,045 23,251 23,463 23,407 23,543 23,635

一 般職員及び義
務制以外の教員
並びに特別職等

Ｅ

20,736 57,228 74,191 93,848 129,109 139,285 139,131 112,591 106,375 100,135 104,946 105,441 106,105 106,613 107,412 107,812 107,922

増 加 率 
Ａ 23.8 19.1 0.9 6.3 2.8 0.0 △ 1.5 0.3 △ 0.8 0.1 1.8 2.3 0.6 1.0 0.3 3.0 1.3
Ｂ 15.5 11.4 1.9 2.2 4.5 0.9 △ 1.1 △ 1.4 △ 1.4 △ 5.9 3.0 △ 0.0 △ 0.0 △ 0.0 △ 0.0 0.1 △ 0.2
Ｃ 17.4 10.7 1.0 0.8 3.4 △ 0.8 △ 1.9 0.2 △ 1.6 △ 5.0 2.2 △ 0.3 △ 0.6 0.4 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.6
Ｄ 16.1 10.3 3.3 2.7 4.5 1.6 0.9 △ 0.1 △ 1.1 △ 5.1 4.2 0.9 0.8 0.9 △ 0.2 0.6 0.4
Ｅ 14.2 11.9 2.3 3.1 5.2 1.6 △ 1.1 △ 2.7 △ 1.3 △ 5.9 4.8 0.5 0.6 0.5 0.7 0.4 0.1

Ｂ／Ａ 28.0 30.9 28.8 28.9 28.7 26.9 27.2 26.6 25.6 24.1 24.4 23.8 23.7 23.5 23.4 22.7 22.4

給与関係経費
の 構 成 割 合

Ｃ／Ｂ 36.1 34.0 33.8 32.3 30.0 29.1 28.7 27.6 27.9 28.2 27.9 27.9 27.7 27.8 27.8 27.7 27.6
Ｄ／Ｂ 11.4 10.3 10.4 10.5 10.4 10.9 116.3 10.7 11.0 11.1 11.2 11.3 11.4 11.5 11.5 11.6 11.6
Ｅ／Ｂ 51.0 53.9 54.3 56.1 59.0 59.5 59.4 50.7 50.7 50.7 51.6 51.9 52.2 52.5 52.9 53.0 53.2

注１） 平成24年度～平成27年度の数値は、地方財政計画（通常収支分）の数値による。
注２） 平成24年度以降のＤ，Ｅの数値は、追加費用（※）を加味した数値である。

※追加費用とは、地方公務員共済の現行制度創設時（昭和37年12月）に、従来の恩給制度から社会保険方式に切り替え
られ、恩給期間分も年金として支給することとされたことを踏まえ、地方公共団体等が負担している費用である。
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人件費に対する一般財源の充当状況をみると、平成30年度は28.7％（平成29年度は28.9％）が充当

されており、一般財源総額の３分の１程度を占めている（図－２）。

平成30年度においては、人件費の対前年度増減率は0.0％と、歳出決算額の増減率（0.0％）と変わ

らないが、人件費を含む義務的経費の歳出総額に占める割合は50.1％と高い水準にあり、財政構造硬

直化の一因となっている。

給与の適正化は各地方公共団体の努力により前進をみているが、なお、一部の団体においては、水

準、制度･運用ともに問題が残されている。したがって、給与の適正化は、給与制度上はもちろん財政

運営の見地から今後とも重要な課題となっている。
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